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【陳情の審査】

陳情第３号

リニア新幹線工事、発生土（残土）置き場と処理費用の明確化

及び発生土置き場のアセス追加実施等を求める陳情

陳情第４号

リニア新幹線工事、発生土の貨物列車での一時運び先など地域

交通への負荷調査及び地域住民への説明会の開催を求める陳情

資  料 １  リニア中央新幹線計画の概要

資  料 ２  リニア中央新幹線計画の主な経緯及び今後の予定

資  料 ３  発生土の取扱等について

資  料 ４  「川崎市臨海部における調査に関する協定」について

参 考 資 料  中央新幹線（東京都・名古屋市間）環境影響評価書（神奈川県）

        のあらまし

環 境 局



麻生区片平 

（鶴川総合運動場内） 

麻生区東百合丘三丁目 

（ＪＳＲ東京研究所跡地内） 

宮前区犬蔵三丁目 

（サンワ川崎工場用地内） 

宮前区梶ケ谷 

（ＪＲ貨物梶ケ谷ターミナル駅内） 

中原区等々力 

（ＪＸホールディング等々力グラウンド内）

名称及び種類 
名 称：中央新幹線 品川・名古屋間 
種 類：新幹線鉄道の建設（環境影響評価法第一種事業） 
事業者：東海旅客鉄道株式会社 

事業実施区域 
の起終点 

起点：東京都港区、終点：愛知県名古屋市 
主要な経過地：甲府市付近、赤石山脈（南アルプス）中南部 

走行方式 超電導磁気浮上方式 

最高設計速度 ５０５キロメートル／時 

工事予算 総工事費：５兆５,２３５億円 

路線概要 

「中央新幹線 品川・名古屋間」の路線は、東京都内の東海道
新幹線品川駅付近を起点とし、山梨リニア実験線（全体で 42.8
㎞）、甲府市付近、赤石山脈（南アルプス）中南部を経て、名古屋
市内の東海道新幹線名古屋駅付近に至る、延長約286㎞（地上部
約40㎞、トンネル約246㎞）の区間である。 
駅については、品川駅付近、名古屋駅付近のほか、神奈川県内、
山梨県内、長野県内、岐阜県内に一駅ずつ設置する計画である。 

４ 市内の施設・設備の概要 

３ 市内の非常口等計画地の概要 

リニア中央新幹線計画の概要 

１ 中央新幹線計画の内容 

資料１

トンネルの標準的な断面図 

（トンネル） 

２ 市内の路線概要 
１～４の項目は、ＪＲ東海が作成した次の資料から、川崎市が説明用に抜粋、加工したものである。 
・「中央新幹線（東京都・名古屋市間）環境影響評価書（神奈川県）」（平成２６年８月） 
・「中央新幹線品川・名古屋間工事実施計画（その１）」（平成２６年８月） 
・「中央新幹線品川・名古屋間事業説明会【神奈川県川崎市】」（平成２６年１１月） 

保守用車留置施設の概要 

（平面） 

（断面） 

非常口における設備の概要 

（平面） 
（断面） 

麻生区片平（非常口） 

麻生区東百合丘三丁目（非常口） 

宮前区犬蔵三丁目（非常口） 

宮前区梶ケ谷（非常口、保守用車留置施設） 

中原区等々力（非常口） 



時 期 主な経緯及び今後の予定 

昭和４８・４９年度 ・運輸大臣が、全国新幹線鉄道整備法に基づく基本計画を決定【S48】

・運輸大臣の指示による地形・地質調査等【S49～H21】

平成１９～２３年度 ・ＪＲ東海が、中央新幹線を全額自己負担で建設することを発表【H19.12】 

・国土交通大臣が、交通政策審議会に対し、「営業主体及び建設主体の指名並びに整備計画の決定について」諮問【H22.2】 

・交通政策審議会（陸上交通分科会鉄道部会中央新幹線小委員会）において審議（計２０回）【H22.3～H23.5】 

・交通政策審議会（陸上交通分科会鉄道部会中央新幹線小委員会）が、「営業主体及び建設主体の指名並びに整備計画の決定について」答申【H23.5】 

・国土交通大臣が、全国新幹線鉄道整備法に基づき、中央新幹線の建設主体及び営業主体としてＪＲ東海を指名するとともに、整備計画（東京都・大阪市間）を決定の上、ＪＲ東海に対して

建設を指示【H23.5】

・ＪＲ東海が、改正環境影響評価法の趣旨を踏まえ、中央新幹線（東京都・名古屋市間）の計画段階環境配慮書を公表（３㎞幅の概略のルート、直径５㎞円の概略の駅位置等の計画概要や環

境配慮事項等）【H23.6、8】 

・ＪＲ東海が、環境影響評価法及び川崎市環境影響評価条例に基づく環境影響評価方法書を公告（環境影響評価の項目、調査・予測・評価の手法）【H23.9】 

・ＪＲ東海が、市内の５区（中原・高津・宮前・多摩・麻生）で計９回の環境影響評価方法書の説明会を開催【H23.10】 

・川崎市環境影響評価審議会で審議【H23.12～H24.1】 

・川崎市が、環境影響評価方法書に対する市長意見を県知事に提出及び公表するとともに、法対象条例方法審査書をＪＲ東海宛て送付及び公告【H24.1】 

平成２５年度 ・ＪＲ東海とリニア中央新幹線建設促進神奈川県期成同盟会が共催で、市内で中央新幹線計画の説明会を開催【H25.7.24】 

・ＪＲ東海が、環境影響評価法及び川崎市環境影響評価条例に基づく環境影響評価準備書を公告（具体的なルート及び非常口５か所の位置、環境影響の調査・予測・評価の結果等）【H25.9.20】

・ＪＲ東海が、市内の４区（中原・高津・宮前・麻生）で計１１回の環境影響評価準備書の説明会を開催【H25.9.30～10.17】 

・川崎市が、公聴会を２回開催【H26.1.18、1.19】、川崎市環境影響評価審議会で審議【H26.1.14～2.19】 

・川崎市が、環境影響評価準備書に対する市長意見を県知事に提出及び公表するとともに、法対象条例審査書をＪＲ東海宛て送付及び公告【H26.2.28】

＜市長意見の主な内容（発生土について）＞ 

○ 発生土置き場が明らかになった時点で、その位置、規模及び環境保全措置を速やかに公表し、選定した環境保全措置を確実に実施する必要がある。環境保全措置の効果を確認するためモニタリング
を実施し、その結果を公表する必要がある。

・ＪＲ東海が、大深度地下使用法に基づく「事前の事業間調整」手続を開始【H26.3.14】 

・神奈川県が、環境影響評価準備書に対する知事意見をＪＲ東海宛て送付及び公表【H26.3.25】

平成２６年度～ ・ＪＲ東海が、市内において、大深度地下の公共的使用に係る事業概要書に関する説明会を開催【H26.4.22】 

・ＪＲ東海が、環境影響評価法に基づく確定前の環境影響評価書を国土交通大臣に送付【H26.4.23】

・国土交通大臣が、環境大臣意見を踏まえて、大臣意見をＪＲ東海宛て送付【H26.7.18】

＜国土交通大臣意見の主な内容（発生土について）＞ 

○ 建設発生土の有効利用に関する調整、発生土の搬出の際の工事用車両の通行に関する調整など、関係地方公共団体等と連携しながら、事業の円滑な実施に努めること。 

○ 建設発生土の発生抑制や現場利用を徹底した上で、できる限り他の事業での有効活用を図ること。公共事業や民間事業等と調整し、可能な限り早期に建設発生土の利用先を確保すること。 

○ 貨物鉄道の利用など発生土の工事用車両以外での搬出方法についても検討し、環境負荷の低減に努めること。 

○ 発生土置場ごとに管理計画を作成した上で、適切に管理すること。また、計画作成に当たっては、関係地方公共団体と協議し、住民への説明や意見の聴収等の関与の機会を確保すること。 

・ＪＲ東海が、環境影響評価法及び川崎市環境影響評価条例に基づく環境影響評価書を公告【H26.8.29】

・国土交通大臣が、ＪＲ東海に対して、全国新幹線鉄道整備法に基づく工事実施計画を認可【H26.10.17】 

・ＪＲ東海が、市内の４区（中原・高津・宮前・麻生）で計４回の事業説明会を開催【H26.11.11～11.28】 

・ＪＲ東海が、市内において、自治会等対象の計 12 回の事業説明会を開催【H26.12.16～H27.5.31】 

今 後 ・ＪＲ東海が、大深度地下使用法に基づく大深度地下使用の認可について国土交通大臣に申請（申請後は、審査が行われ、使用の認可の要件を全て充足しているときに認可が行われる。） 

・ＪＲ東海が、工事説明会を開催し、その後、実際の工事を開始

平成３９年（想定） ・品川・名古屋間の営業開始 

平成５７年（想定） ・大阪市まで営業開始 

リニア中央新幹線計画の主な経緯及び今後の予定 資料２



事業者は、評価書において、工事用車両により発生土等を運搬することを想定した予測を行っている。 

交差点名 

予測時間帯 

(走行台数が最大となる

時期のピーク時間帯)

設計 

交通量 

（台/時） 

工事用 

車両台数 

（台/時） 

設計交通量に対

する工事用車両

台数の割合（％）

交差点需要率※

現況 工事中 増加分 

野川 14：00～15：00 2,947 84 2.9 0.708 0.801 0.093 

尻手黒川国道下・馬絹 16：00～17：00 2,344 84 3.7 0.619 0.660 0.041 

①貨物列車による発生土の運搬 

・宮前区梶ケ谷に計画している非常口から搬出する発生土を貨物列車により臨海部等へ運搬することで、工事用車両台

数を低減し、車両の走行による交通流への影響の低減を図る。 

②工事用車両の走行計画の配慮 

・必要に応じて工事施工ヤード（非常口）等に待機スペースを設け、走行時間帯の管理等を行うことにより、車両の集

中による交通流への局地的な影響の回避又は低減を図る。 

③交通誘導員による誘導 

・工事用車両の走行時には、工事施工ヤード（非常口）出入口に交通誘導員を配置し、車両を誘導することで、安全か

つ円滑な交通を確保する。 

評価書作成までの間に発生土置き場等の位置等を明らかにすることが困難な場合に事業者が

実施すべき配慮事項（環境保全措置、事後調査）に関する国土交通省の意見を踏まえ、事業者

は、評価書において、発生土置き場等の計画等について、次のように対応するとしている。 

①発生土活用の考え方 

・発生土については、本事業内での再利用を図るほか、関係自治体の協力を得て他の公共事

業や民間事業の事業主体と調整を行い、これらの事業での有効利用を進めていくことを考え

ている。その上で、いずれの方法でも発生土の利活用が困難な場合、新たな発生土置き場等

が必要となる。 

・現時点では、本事業からの発生土が増大する時期に受入れ可能となる公共事業や民間事業

の遂行状況が想定し難く、新たな発生土置き場等については、具体的な位置・規模等の計画

を明らかにすることが困難である。 

②新たな発生土置き場等に係る調査・影響検討 

・発生土置き場等を、今後、新たに本事業者が計画する場合には、場所の選定、関係者との

調整を行った後に、環境保全措置の内容を詳細なものにするための調査及び影響検討を、事

後調査として実施する。 

・調査及び影響検討は、工事用車両の走行に係る交通量、交通流への影響及び交通安全への

影響等について実施する。 

③管理計画、調査・影響検討の結果等の公表及び住民説明 

・発生土置き場等の工事中及び完成後において周辺環境に影響を及ぼさないための管理計画

を、箇所ごとに作成して、適切に管理を進める。 

・調査・影響検討の結果、環境保全措置の内容、管理計画については公表するとともに、関

係する住民への説明や意見を伺う機会を設ける。 

発生地域 
建設発生土 
（万 ）

建設汚泥 
（万 ）

①建設発生土の再利用 

・本事業内での再利用、他の公共事業等での

有効利用に努めることで、建設発生土の量の

低減を図る。 

②建設汚泥の脱水処理、再資源化 

・脱水処理による減量化を行うとともに、再

資源化に努めることで、建設汚泥の量の低減

を図る。 

中原区等々力 14 4 

宮前区梶ケ谷※１ 151 98 

宮前区犬蔵三丁目 12 5 

麻生区東百合丘三丁目※２ 75 26 

麻生区片平 15 7 

計 267 140 

交差点需要率（宮前区梶ケ谷非常口） 

主な環境保全措置の内容 建設発生土及び建設汚泥の発生量 

２ 発生土に関する予測 

工事用車両ルート（宮前区梶ケ谷非常口） 

３ 工事用車両の走行に関する予測 

主な環境保全措置の内容 

４ 発生土置き場等の計画等について 

１ 非常口及びトンネルの施工概要 

１～４の項目は、ＪＲ東海が作成した次の資料から、川崎市が説明用に抜粋、加工したものである。 
・「中央新幹線（東京都・名古屋市間）環境影響評価書（神奈川県）」（平成２６年８月） 
・「中央新幹線（東京都・名古屋市間）法対象条例環境影響評価書（川崎市）」（平成２６年８月） 

非常口の施工概要（RC地中連続壁工法） 

※ 交差点需要率：０．９を超えると交差点交通流に支障が出るとされる。

発生土の取扱等について 資料３

非常口 

※１ 中原区等々力まで及び麻生区東百合丘三丁目までトンネル掘削 
※２ 麻生区片平までトンネル掘削 

トンネルの施工概要（泥水式シールド工法） 

中原街道 

国道 246 号線 

保守用車留置施設 

尻手黒川道路 

野川交差点 

尻手黒川国道下・馬絹交差点 

尻手黒川道路 

＜凡例＞ 

工事用車両の走行ルート（入） 

工事用車両の走行ルート（出） 

主要な道路 

計画路線（トンネル部） 

区境 

非常口、保守用車留置施設 

（図中の○は直径 500ｍ） 

● 予測地点（主要交差点部） 



１ 本市へ調査の協力依頼がなされた経緯 

  ＪＲ東海は、中央新幹線建設工事により川崎市内から搬出する発生土について、鉄道貨

物を活用し臨海部等へ運搬することで、大気質、地域交通等への影響を低減する計画とし

ている。 

  鉄道を利用して本市臨海部へ発生土を運搬する場合、臨海部に不必要に発生土が滞留す

ることがないよう、海上輸送への円滑な積替え方法を検討することや臨海部における企業

活動、物流等への影響を把握することが必要であることから、川崎港を管理している本市

に対してＪＲ東海から調査の協力依頼がなされ、本市とＪＲ東海で調査に関する協定を締

結した。

２ 協定の概要 

（１）目的 

   本市内で発生する発生土の臨海部における運搬が本市臨海部に与える影響等を調査し、

適切な運搬方法を検討するため、本市とＪＲ東海が双方協力すること。 

（２）調査実施主体 

   川崎市港湾局 

（３）調査費用 

   概算金額３，０００万円（ＪＲ東海が全額を負担する（予納）） 

（４）調査期間 

調査期間 平成２８年３月３１日まで 

（中間報告 平成２７年３月３１日まで） 

３ これまでの経緯と今後の予定 

（平成２６年） 

１２月 １日 川崎市臨海部における調査の協力依頼（ＪＲ東海⇒本市） 

１２月２４日 「川崎市臨海部おける調査に関する協定」の締結（ＪＲ東海⇔本市） 

（平成２７年） 

  １月１３日 調査費用の予納（ＪＲ東海⇒本市） 

  １月２１日 議会市民委員会への報告（調査協力依頼等について） 

２月 ６日 調査委託契約（その１）を調査会社と締結

  ３月３０日 調査内容についての中間報告（本市⇒ＪＲ東海） 

  ５月 １日 議会市民委員会への情報提供・報道発表（中間報告等について） 

 １１月１２日 調査委託契約（その２）を調査会社と締結 

（平成２８年） 

 ３月末(予定) 調査内容についての最終報告（本市⇒ＪＲ東海） 

「川崎市臨海部における調査に関する協定」について 資料４


